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3-3 電離圏嵐と全電子数
3-3  Ionospheric Storm and Variation of Total Electron Content

3-3-1 GEONET観測による電離圏全電子数の
変動 ― TEC嵐とSED ―

3-3-1  Observations of TEC Disturbances with GEONET
― TEC Storm and SED ―

丸山　隆　 馬　冠一　 中村真帆
MARUYAMA  Takashi,  MA  Guanyi,  and  NAKAMURA  Maho

要旨
電離圏全電子数（TEC）が極めて大きく増加する現象として二つの事象を解析した。最初の例は磁気

嵐にともなって 2001 年 11 月 6 日に発生した。日本全国をカバーする GPS 受信機網（GEONET）か

ら求められた TEC の値は低緯度側（27°N）で 200 TEC unit、高緯度側（45°N）で 100 TEC unit に達

した。これらの値は静穏日の平均的な値の 2 倍である。この TEC 増加の主な原因は磁気擾乱にとも

なう磁気圏電場の低緯度への浸入によるものであった。二つ目の例は 2004 年 11 月 8 日に発生した

SED（storm enhanced density）である。TEC の増加は日没後に高緯度側で発生し、TEC の値は

100 TEC unit に達した。この値は同じ緯度における静穏日の日中の最大値より大きく、静穏日の同時

刻の値の 20 倍に相当する。磁気圏電場の浸入に加えて、擾乱ダイナモ電場が西北西に移動する SED

の形成に大きく関与していたと思われる。

Two extreme ionospheric disturbances during which total electron content (TEC) was
enhanced were analyzed. The first event was during a magnetic storm on 6 Nov. 2001. TEC
derived from a dense GPS receiver network in Japan, GEONET, reached 200 TEC unit during
daytime at lower latitudes (27 ° N) of the GEONET coverage and 100 TEC unit at high latitudes
(45 ° N). These values are twice the quiet-time level. The major cause of the TEC enhancement
was found to be the prompt penetration of magnetospheric electric field to lower latitudes during
sunlit hours. The second event was a storm enhanced density (SED) occurred on 8 Nov. 2004.
An extreme enhancement of TEC was observed at higher latitudes after sunset, and TEC
reached 100 TEC unit. This value was higher than that of the daytime maximum value and 20
times the TEC values at the same local time on quiet days. In addition to prompt penetrating
magnetospheric electric fields, a disturbance dynamo electric field is thought to play an
important role in the generation of SED which moved the WNW direction.

［キーワード］
電離圏全電子数，TEC嵐，SED，磁気擾乱，擾乱電場
Ionospheric  total  electron  content,  TEC  storm,  SED,  Magnetospheric  disturbances,  
Disturbance  dynamo
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1 緒言

電波は社会のさまざまな場面で我々の生活を便

利で豊かなものしている。電波の持つ大きな特徴

のひとつは遠方まで伝播する性質にある。短波帯

の伝播は電離圏と地表のあいだで反射を繰り返し

地球の反対側ですら到達するので、かつては、短

波通信や放送が海外との情報伝達の重要な手段で

あった。衛星の利用が社会のなかで定着すると、

電離圏を通過する高い周波数の電波がさまざまな

目的で用いられるようになった。しかし、衛星電

波に対しても電離圏は完全な透明媒質ではない。

特に、GPS 衛星のような UHF 帯の電波では伝播

遅延や強度揺らぎなどの影響が強く現れる。その

影響の強弱は電離圏の状態に大きく左右され、そ

の電離圏は常に変動し続ける。

電離圏電子密度の変動には大きく分けて、規則

性をもって現れるものと突発的なものがある。規

則性変動の原因はおよそ 11 年周期の太陽活動度、

地球の公転に伴う季節変動、昼夜の違いなどはっ

きりした周期性を持っていて、モデル化しやすい

（例えば文献［1］［2］）。これに対して、太陽活動の急

激な変化（太陽フレア、コロナホール）は磁気嵐か

ら熱圏変動の一連の地球超高層大気の擾乱（じょ

うらん）を引き起こし、突発的に電離圏が変動す

ることがある［3］－［7］。この現象は電離圏嵐と呼ば

れる。電子密度が減少する場合を負相電離圏嵐、

増加する場合を正相電離圏嵐と呼ぶが、正相嵐が

先行し引き続いて負相嵐になる場合や、片方しか

現れない場合、緯度によって正相嵐と負相嵐に分

かれる場合など、電離圏嵐の振舞はそのつど大き

く違う。一般的には電離圏嵐は地球規模での電子

密度変動であるが、磁気嵐にともなって比較的狭

い範囲で電子密度の急上昇が見られる場合があ

る。日没前後に電子密度が通常の数倍から 20 倍

以上と極めて大きく増加する現象（SED：storm

enhanced density）である。SED は昼間の正相電

離圏嵐と密接に関連している。負相の電離圏嵐に

ついては臨界周波数 fOF2 の低下によって短波通

信に使用可能な最高周波数が低下することから、

イオノゾンデ観測データを用いた研究が精力的に

なされてきた。今日では、GPS 衛星など電離圏を

通過する電波の遅延に関連して正相嵐が重要性を

増している。衛星電波の遅延は、受信機までの伝

播路に沿って電子密度を積分した値である全電子

数（TEC：total electron content）に比例し、TEC

の値と遅延量の関係は、GPS 衛星を例にとれば図

1 のようになる。習慣で 1×1016個/m2を 1 TEC

unit と呼ぶ。規則的な変動や突発的な擾乱によっ

てTEC は数 TEC unit から～200 TEC unit まで

変動する。

電離圏の観測手法もかつてのイオノゾンデによ

る fOF2だけでなく、GPS 衛星による TEC を用い

た研究も活発になっている。これは、ひとつには

イオノゾンデに比べて GPS 受信機は設置が容易

であり、観測点の数が多く得られていることにも

よる。しかし、fOF2と TEC は電離圏嵐の指標と

して似たような振舞もするが、完全に一致するわ

けではないので、より詳しい研究には両方のデー

タを相補的に用いるのが賢明である。イオノゾン

デのもうひとつの重要な機能は、電離圏高度の観

測である。電離圏変動には光化学反応が大きな役

割を持っているが、これは高さに大きく依存する。

また電離圏高度変動は大気やプラズマのダイナミ

クスが直接的に反映されていることから、電離圏

嵐の機構を解明する上で fOF2や TEC と並んで重

要なパラメータである。

本稿では、国土地理院が整備した二周波 GPS

衛星受信機網（GEONET：GPS Earth Observation

Network）データの解析から得られたTEC マップ、

日本国内 4 カ所のイオノゾンデ観測から得られた

fOF2と hmF2（最大電子密度高度）を用いて、宇宙

図1 GPS衛星のL1、L2信号の電離圏遅延量と
TECの関係
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天気として重要性の高い正相電離圏変動について

二つの極めて大きな事例を扱う。最初は 2001 年

11 月 6 日に発生した電離圏嵐である。のちに述

べるようにこの嵐は極めて異例で、fOF2で見る限

りそれほど大きな事象ではないのに対して、TEC

では記録的な増加を示した。これが TEC 嵐と称

した所以である。二つ目は 2004 年 11 月 8 日の日

没後に観測された SED である。電離圏嵐は電子

密度を増加させる効果、減少させる効果、これを

持続させる効果が複雑に絡んで観測されるような

変動となる。そこで、先ず次の節では電離圏嵐の

機構について解説をする。続いて、用いたデータ

について述べたのちに二つの事象を詳しく考察す

る。

2 電離圏嵐の機構

負相電離圏嵐の主要な要因は大気組成の変動で

あり、その起源は磁気嵐によって極域にエネル

ギーが注ぎ込まれることにある。組成の変わった

熱圏大気は移動性大気擾乱（TADs：traveling

atmospheric disturbances）として緯度の低い地域

まで伝播する［8］。組成の変化は［N2］/［O］比の増

大として特徴づけられ、電離圏プラズマの消滅係

数の増大、したがって電子密度の減少を引き起こ

す。TAD の最初の段階では赤道向きの風が強ま

り（equatorward surge）、これが傾いた磁力線に

沿ってプラズマを押し上げる。高高度では電子消

滅率が小さいので、この現象が日中に発生した場

合には、電子密度の増加を引き起こす。このよう

に、負相電離圏嵐に先立って正相電離圏嵐が発生

する場合があるが、それは equatorward surge の

発生した時間帯に大きく依存する。正相電離圏擾

乱のもう一つの要因は、東向きの電場（E）によっ

てプラズマが磁場（B）と直角の方向（E×B）に押

し上げられる（E×Bドリフト）ことである。風の

場合と同様に、高高度で電子消滅率が小さくなり、

これが日照時間中に起こると電子密度の増加を引

き起こす。この東向き電場の起源には大きく二つ

ある。一つは、磁気圏対流電場が強まり低緯度に

まで浸入する場合［9］であり、他は極域にエネル

ギーが注ぎ込まれたために起こる大気循環の変動

がひきおこす擾乱ダイナモ作用（disturbance

dynamo）［10］［11］である。

実際の電離圏嵐ではいくつもの要因が絡み合

い、あるものは協同して擾乱を増強し、またある

ものは互いに打ち消しあう［3］。Forbes 他［12］およ

び Forbes［13］は緯度方向に並んだイオノゾンデの

データを用いることで複数の擾乱要因を分離しよ

うとした。しかし、一般には主要な擾乱要因は時

間とともに入れ替わり、それぞれの擾乱過程の重

要性も事象ごとに異なるので、擾乱要因を完全に

決定することは容易くない。

fOF2は電離圏嵐を特徴づける最も基本的なパラ

メータであるが、複雑な擾乱の全容を知るには充

分とはいえない。電離圏 F 層が東向き電場ある

いは赤道向きの熱圏中性大気風で高高度へ押し上

げられたとしても、時間帯や高度上昇の速さに

よっては fOF2 が増加する場合も減少する場合も

起こり得る。Rishbeth［14］が解説しているように、

電離圏からプラズマ圏へのプラズマの流出は場合

によって NmF2（NmF2［m－3］＝ 1.24×1010（ fOF2

［MHz］）2）を減少させ得るが、その効果の度合い

は中性大気風と E×Bドリフトにより大きく変動

する。F層の最大電子密度高度（hmF2）の上昇によ

る fOF2 の低下は磁力線に沿ったプラズマの再配

分と高度プロファイルの変化によって起こる。日

中のプラズマ圏は電離圏プラズマを吸い出し、夜

間は電離圏にプラズマを補給する役割を持ってい

る。hmF2 の上昇によって fOF2 が上昇する効果は

電子消滅係数の低下と電離圏下部における新しい

電離の進行によるものである。二つの相反する効

果のどちらが優勢になるかによって、最終的な

fOF2の増減が決まる。同様に、西向き電場による

下方への E×Bドリフトあるいは極向きの熱圏中

性大気風によって F 層高度が低下するときにも、

fOF2 が上昇する場合と低下する場合の両方があ

る。上昇は電子密度プロファイルの変形によって

起こり、低下は電子消滅係数の増加によって起こ

る。この場合の fOF2 の上昇は一時的なもので、

やがて電離圏下部での消滅の効果が勝り fOF2 は

低下に向かう。

近年、GPS 衛星の電波を用いた TEC の観測が

行われ、これを用いて電離圏嵐が調べられるよう

になった。電離圏嵐のときの TEC の振る舞いは

基本的には fOF2 の振る舞いに似ているが、必ず

しも同じではない。例えば、磁力線に沿ったプラ

ズマの再配分により fOF2 が変化するとき、再配
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分だけではプラズマの消滅も生成も行われないか

ら、積分値である TEC は大きく変化しない。し

かし、電子消滅係数の増大によって fOF2 が低下

するときには、TEC も減少する。このときも

TEC の減少は電離圏からプラズマ圏に至るので、

電離圏下部での電子消滅率の変化に対して fOF2

ほどにはすぐに追随せず、fOF2と TEC の変化の

時間推移は異なる。このように振る舞いが異なる

二つの観測値を併せて解析することは、電離圏嵐

の解釈にとって極めて有効である。

3 データ

国土地理院の整備した GEONET は 1200 以上

の GPS 受信機からなり、二つの周波数で送信され

ている P コードを用いて衛星－受信機間の TEC

を推定することが出来る。推定の方法にはさまざ

まなものが提案されているが、我々は Maと

Maruyama［15］の方法を用いた。受信機網のカ

バーする（衛星電波が電離圏高度を通過する点の

直下）国内を図 2 に示すような 32 のセル（緯度／

経度各 2 度間隔）に分割し、各セルの中では鉛直

換算 TEC は一定であるとの仮定の下に最小自乗

法で TEC を推定した。TEC の推定には、二つの

異なった周波数の電波が電離圏中で受ける伝播遅

延量が異なることを利用しているが、衛星あるい

は受信機にも固有の周波数間バイアス（電子回路

内部での二つの周波数間での遅延量の差）があっ

て、これも同時に解いている。衛星および受信機

のバイアスは 24 時間で変動しないと仮定し、24

時間のデータセットから 32 セル 15 分毎の TEC

を推定した。このようにして得られた TEC デー

タをもとに、経度の異なるセルに対して経度と

LTは相互に可換（15 度のずれが 1 時間に対応）で

あるとして、24 時間の TEC データ（24×4×32）

から球函数フィッティングの方法で時刻（LT）と

緯度の TEC マップを作成した。このようにして

作成した TEC マップについて静穏時と擾乱時で

差分マップを作ると、TEC に現れる電離圏嵐の

様相が視覚的に得られる。

イオノゾンデは図 2 に示すように、稚内、国分

寺、山川、沖縄の4カ所で運用されていて、15分毎

にイオノグラムが得られる。観測所の位置などは

表 1 にまとめてある。イオノグラムからは fOF2の

ほかに伝送係数M（3000）F2を読み取った。電離圏

高度としては M（3000）F2をもとに Shimazaki［16］

に基づく経験式に下部電離圏での遅延補正を行っ

た次の関係式［17］を用いて hmF2を求めた。

（1）

（2）

（3）

Berkey と Stonehocker［18］はこの式がイオノグ

ラム・トレースから逐次計算で実高度を求める方

法に比べても十分正確であることを確かめてい

る。イオノグラム・トレースの読み取りには多大の

労力と時間を要するが、ここで用いるM（3000）F2

はイオノグラムの標準的な読み取りパラメータの

ひとつであり、比較的容易に求めることができる。

式（3）に fOE が現れるが、fOE はスポラディック

E層の影響や雑音電波の混信によりしばしば読み

取り不能になることがあるので、代わりに、

Muggleton［19］の経験式を用いた。E層のパラメー

タは太陽天頂角と太陽活動度指標でよく記述で

き、電離圏嵐の影響が少ない。fOF2 および hmF2

についても静穏時の振舞を求めておいて差分を

とって、変動分を議論した。

図2 TECを求めるために用いたGEONET
受信機の分布



321

特
集

電
離
圏
電
波
伝
播
に
関
す
る
研
究
開
発
／
電
離
圏
嵐
と
全
電
子
数
／
G
E
O
N
E
T
観
測
に
よ
る
電
離
圏
全
電
子
数
の
変
動
―
T
E
C
嵐
と
S
E
D
―

4 2001年11月初めの宇宙天気事象

4.1 擾乱の全体像

図 3 に 2001 年 11 月 5 日から 8 日までの惑星

間空間磁場および地磁気変動パラメータを示す。

最上段のグラフはラグランジュ（L1）点の ACE 衛

星で観測された惑星間空間磁場の南向き成分

（IMF Bz）を示す。ここで、L1点から地球までの

太陽風の伝播時間を考慮し、横軸を 1 時間ずらし

てある。中段の二つのグラフは地磁気擾乱指数の

ASYM-H と SYM-H［20］である。ASY-H 指数

（asymmetric disturbance index）はオーロラ・サブ

ストームの良い指標とされている。SYM-H 指数

（symmetric disturbance index）は、指数の導出に

用いている観測所が若干異なり時間分解能が高い

点を除けば、基本的には Dst指数と同じである。

最下段はもう一つの地磁気擾乱指数 Kpである。

11 月 6 日の 01：51 UT に SC（storm sudden

commencement）で示したように磁気嵐が始まり、

非対称赤道環電流が直ぐに発達している。ここで

Kp指数は 9－まで達した。磁気嵐の急始に先立つ

7時間に亘って IMF Bz は南を向き、11 月 5 日の

19：00 UT から赤道環電流が徐々に発達している。

これに対応してKp指数は3－から5まで増大した。

図 4 に 11 月 2 日から 7 日の期間に稚内から沖

縄までの 4観測所で観測された NmF2の変動を Kp

指数とともに示す。15 分ごとの NmF2を黒丸で、静

穏日の平均的な NmF2を実線で示した。ここで、静

穏日の変動として 11 月 2 日から 4 日までの平均

値を用いた。11 月 6 日の地磁気擾乱に伴い、NmF2

が全観測所で変動していることが分かる。変動は

日出とともに NmF2の増加で始まり、やがて減少

に転じている。低緯度の観測所ほど NmF2の減少

が早くはじまり、減少幅も大きい。緯度の低い 3

観測所では、12：00 JST に NmF2の擾乱が再び正に

なり、これより遅れて稚内でも 13：30 JST に正に

転じている。その後、高緯度側の稚内と国分寺で

は夜中まで静穏日より高い状態が続いているが、

低緯度側の山川と沖縄では 15：00 JST 付近で再び

負の擾乱に転じている。特に沖縄では、NmF2 の

低下が激しく夜中まで低い状態が継続している。

表1 各観測所の位置

図3 2001年11月初めの磁気擾乱指数

図4 F層最大電子密度の変動
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擾乱が正に転じるのは、山川で 22：00 JST、沖縄

では翌日の 01：30 JST である。このように、

NmF2 で見た電離圏擾乱の様相は緯度・時間とも

に極めて複雑であるが、沖縄の夕方を除いて、磁

気嵐の大きさの割にはその変動量は小さい。

TEC の緯度‐時間分布マップを図 5 に示す。

最上段は NmF2の場合と同じく11月 2 日から 4日

までの静穏日の分布を表し、等高線に添えた数値

はTEC unit（1016個/m2）である。TEC は日出とと

もに増加し、北の端（45°N）では正午頃に、南の端

（27°N）では 14：30 JST 頃に極大に達する。30 度

付近より低緯度では日没後に二つ目の小さなピー

クがある。これは東向き電場によるE×Bドリフ

トの増加、いわゆる prereversal enhancement に

よって赤道異常が再発達したものである。中段は

磁気嵐の起こった 11 月 6 日の TEC 分布を示す。

昼間に TEC が極めて大きく増加していることが

分かる。TEC が極大になるのは南の端（27°N）

では 13：45 JST、北の端（45°N）では少し遅れて

14：15－14：30 JST である。

擾乱の様子をさらに明瞭に表すために、11 月 6

日の TEC マップから静穏日のマップを差し引い

た差分（ΔTEC）マップを最下段に示す。差分マッ
プは TEC の異常増加をはっきりと表しているば

かりでなく、増加の開始時刻が全緯度範囲ほぼ同

時で 11：00 JST と 12：00 JST の間にあることを示

している。しかし、TEC 増加分がピークに達する

時間は緯度とともに遅い時間にシフトしている。

その様子は点線で示され、南の端で13：45 JST、北

の端では 14：45 JST となっている。およそ 33°N

より高緯度側では TEC 増加がピークに達した後

も中程度の正の擾乱状態が真夜中まで持続してい

る。もうひとつ差分マップで明らかになったのは

異常増加に先立ち低緯度側で 09：00－11：30 JST

に一旦 TEC が減少している点である。その減少

の大きさも増加の場合と同様に低緯度ほど大き

い。

ここで扱っているTEC は GPS 衛星から地上ま

での電子密度を電波の伝播経路に沿って積分した

値であるから、F層最大電子密度高度からの寄与

が大きい。したがって、NmF2と TEC の変動に見

られる電離圏嵐の様相は似ているはずである。

図 6の上ふたつのグラフは 11 月 5 日の 12 時 JST

から 7 日の 12 時 JST について TEC と NmF2 の

擾乱成分を比較したものである。稚内について比

べると、大規模擾乱のΔTECとΔNmF2の様相は、

予想に反して、以下に述べるようにかなり異なっ

たものである。ΔTEC は 11 月 6 日の 06：00 JST
から徐々に増加し、11：00 JST になると増加が加

速、14：45 JST に極大に達した後は単調に減少し

ている。ΔNmF2 で見ると、10：00 と 15：30 JST

付近に緩やかなピークを示し、その間には負の値

まで落ち込んでいる。同じ時間帯にΔTEC は急
激に上昇している。

低緯度側の国分寺、山川、沖縄のΔTEC と
ΔNmF2は 09：00 から 15：00 JST まで良く似た変

動傾向である。両方とも 10：30 JST 前後に負の値

を示し、14：00 JST 付近を中心に正の値を示して

いる。しかし、定量的に比較すれば、正および負

の変動の振幅はかなり異なっている。ΔTEC で
は正の変動が極めて大きい（沖縄の緯度で約

100 TEC unit）のに対して、負の変動はそれほど

でもない（沖縄の緯度で約 20 TEC unit）。一方、

ΔNmF2 では正の変動幅は負の変動幅と同程度か

それより小さい。このような食い違いは低緯度ほ

ど大きい。もうひとつΔTEC とΔNmF2の違い

で目を引くのは、沖縄の緯度で 21：00 JST を中心

に見られる落ち込みがΔNmF2では非常に深いの

に対して、ΔTEC では極浅い点である。

図5 TECの擾乱－（a）静穏日の平均的な振る舞
い、（b）2001年11月6日のTEC嵐、
（c）静穏日との差
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2001 年 11 月 6 日の電離圏擾乱はこのように極

めて複雑であった。擾乱の背景にある物理プロセ

スを一つ一つ解きほぐすには、NmF2と TEC の変

化だけでは難しいが、電離圏高度の変動を同時に

解析すると、さまざまなプロセスが見えてくる。

図 7 は 11 月 2 日から 6 日までの国分寺の hmF2

を 24 時間ごとに重ね描きしたもので、静穏日で

ある 2 日から 5 日までを細い実線、擾乱日である

6 日を太い実線で示してある。夜間、特に真夜中

から日出までの時間帯では日々変動が大きいが、

昼間については擾乱日を除いて毎日ほぼ同じよう

に変化している。11 月 6 日の 11 時頃から高度が

上昇、静穏日との差が最大で 100 km に達した後、

高度の高い状態は真夜中近くまで継続している。

TEC あるいは NmF2と同様に擾乱日の値から静穏

日の値を差し引いたΔhmF2を求めて、図 6 の最

下段に示す。図 8 はこのときの毎正時のイオノグ

ラムのスケッチ（Oモードのみ）で、実線は擾乱日、

点線は比較のための前日のイオノグラムである。

4.2 考察

電離圏擾乱の様相を複雑にしているのは主要な

要因が時間の推移とともに、また緯度によって変

わってくるためであるから、以下時間を追って考

察する。

4.2.1 11月6日07時JSTより前

図 6 を見ると、この時間帯には TEC および

NmF2ともに静穏日との違いはほとんど見られない

図6 TEC、F層最大電子密度、F層高度の各静穏日平均値からの差
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が、hmF2は大きく変動している。ΔhmF2の位相が

低緯度ほど遅い時間にシフトしている（図中の傾

いた長い破線）ことから、この擾乱は移動性電離

圏擾乱（TIDs：travelling ionospheric disturbances）

であると考えられる。破線の傾きからその伝播速

度は 740 m/s と推定され、一般的な大規模 TID

（LSTID：large-scale TID）の速度である。同様

な TID は 11 月 6 日の 18：00 JST から 7 日の

06：00 JST にも見られ、こちらの伝播速度は 350

から 700 m/s と推定される。大きな hmF2の変動

にも関わらず、TEC と NmF2がほとんど擾乱を受

けていないのは夜間の TID の特徴である。一般

的に hmF2の変化の原因としての TID と電場ある

いは中性大気風の効果を分離するには、ここで用

いたような緯度方向のイオノゾンデ・チェーンは

極めて有用なデータを提供する。

4.2.2 11月6日7時から11時JSTまで

図 3のように、IMF Bz は南を向き、Kp指数も

弱い磁気擾乱を示している。図 6 に見られるこの

時間帯の電離圏の特徴は、低緯度側で特に明瞭な

TEC の減少であり、09：00 から 11：00 JST まで緯

度 38°N より南ではΔTEC が負になっている。
この TEC の落ち込みに対応して沖縄、山川、国

分寺で NmF2 が減少していて、その発生時間は

ΔTEC に比べて 30 分ほど遅れている。高さを見
ると、変動は小さく、沖縄でΔhmF2 が弱い正の

擾乱から弱い負の擾乱に変わるが、緯度が高くな

るにつれてその傾向ははっきりしなくなる。図 8

に示したイオノグラムでは、08 時では、11 月 5、

6 日ともにほとんど同じトレースであったのが、6

日の 09 時には周波数の低い部分で高度が下がり、

fOF2 が低下し始める。さらに 1 時間後には fOF2

が大きく低下している。

TEC、NmF2（ fOF2）、hmF2の比較結果を総合す

ると、そこには二つの相反する電離圏嵐のプロセ

スが明らかになる。高緯度側では赤道向きの風に

図7 2001年11月2－6日のF層高度の変動

図8 TEC嵐とその前日のイオノグラム・スケッ
チ（Oモード）
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よる弱い正相嵐が始まり、低緯度側では西向き電

場による一時的な負相嵐が起こって、二つの効果

は緯度 38°N付近で均衡する。

4.2.3 11 月 6 日 11 時から 16 時 JST の

TEC異常増加

一連の擾乱の中で、この時間帯の TEC 増加が

もっとも重大である。沖縄の緯度では 2 時間の間

にTEC が 100 TEC unit 上昇し、緯度の高い稚内

でも50 TEC unit 増加した。急激なTEC増加は緯

度に依らずほとんど同時に始まったと見られるが、

極大に達した時刻は緯度が高くなるにつれて遅く

なっている。図 6 上段の TEC 変動が極めて大き

いのに比べれば、中段に示した NmF2の変動はそ

れほど大きくなく、ΔNmF2 の符号すら変わって

いる。F 層高度の上昇も全観測所で 11：00 JSTか

ら同時に始まって、中段から下段を貫く破線で示

したようにTEC の増加開始とほぼ一致している。

高度の上昇は 2 時間後には平衡状態になり、高い

状態は翌日まで続いている。以下項を追ってこれ

ら特徴の起源をひとつずつ解明する。

磁気圏電場の浸入

ΔTEC とΔhmF2 が各緯度で同時に上昇した

ことは、磁気圏電場の低緯度電離圏への浸入現象

（例えば文献［9］［21］－［23］）として良く理解できる。

11 月 6 日 01：51 UT の磁気嵐急始の 7時間前から

IMF Bz が南向きの状態が続いていて、02：00 UT

頃に南向きの Bz が強くなるとともに ASY-H も

増加している。Spiro 他［22］の理論計算によれば、

このようなときの電場の擾乱は東向きで、観測さ

れた E×Bドリフトによる電離圏高度上昇と一致

する。また、このときの低緯度の磁場観測データ

も東向き電場の浸入を裏付けている［23］。

沖縄における F 層高度の上昇率と地磁気の伏

角から電場強度を推定することができる。図 6 で

hmF2 の上昇開始から 30 分の間の曲線の傾きか

ら、上昇速度は 28 m/s となり、東向き電場に換

算して 1.4 mV/m である。磁力線に沿った F 層

の下降が誘起される［24］ことを勘案するとさらに

大きなものなると考えられる。

プラズマ圏への散逸

TEC の増加に比べて NmF2の変化が小さいこと

は、電離圏プラズマの上方（プラズマ圏）への散逸

が最大電子密度の上昇を抑制したものと考えられ

る。F層ピークより充分上の高度で、プラズマ拡

散方程式の平衡状態を表す一般解は次式のように

なる。

（4）

ここで、N は高度 h における電子密度、H は

中性大気のスケール・ハイトである。右辺の第一

項は拡散平衡を表し、第二項は拡散平衡からのず

れを表すフラックス解である［14］。F 層ピークと

O＋－H＋の遷移高度の中間領域では磁力線に沿っ

たプラズマ流束（フラックス）が次のように近似で

きる［14］。

（5）

ここで、Dmは F 層ピークにおけるプラズマの

拡散係数、I は磁気伏角である。上側電離圏

（topside ionosphere）が拡散平衡状態にあれば N2

はゼロであるが、普通は電離圏とプラズマ圏のプ

ラズマのやり取りがあって、昼間は上向きの流束

（N2＞ 0）、夜間は下向きの流束（N2＜ 0）がある。

図 6、7 にあるように、昼間に N2が正のとき電

離圏高度が突然 100 km 持ち上げられたとする。

この高度上昇は F 層ピーク近傍の中性大気のス

ケール・ハイト（～80 km）より大きく、イオン－

中性大気間の衝突周波数の減少によりプラズマの

拡散係数が増大するため、（5）式の上向きの流束

は e 倍以上に増加する。この問題の定量的な取り

扱いは本特集号の他の論文［25］に詳しく述べられ

ている。

TEC の増加

電離圏下部で、ある一定の高さの電子密度を考

える。電離圏が急激に持ち上げられると、上向き

の密度勾配を持つ電離圏下部領域では最初に電子

密度が急減する。しかし、電子密度は光化学平衡

に近づくまで新たな電離の進行によって補償さ

れ、その結果、TEC は増大する。補償にかかる

時間はおよそ 1/β（βは電子の再結合係数）であ
り、高度 250 km で約 103 s、高度 350 km では約

104s となる。最大電子密度高度付近では消滅率の

低下による密度上昇と上向き散逸流束の増加によ

る密度減少が競合し、TEC の瞬時（103 s）の増大

にもかかわらず NmF2 の回復に 2～3 時間（104s）

の遅れがでる。

上の説明は図 8に示した 1 時間ごとのイオノグ

ラムの変化と整合する。11 時 JST に F 層の高度
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上昇が開始、トレースは上にずれ始める。この時

点では NmF2（ fOF2 ）は増加していない。12～13

時には、さらにトレースの上昇が続くが、低高度

（イオノグラムの低周波数端）では光化学平衡に保

つ作用（密度減少を補償）が強く働いていることが

分かる。トレースの 7 MHz 付近から下の折れ曲

がった部分は通常この時期にははっきりと現れな

い F1層に対応する。fOF2は 12 時には増加がはっ

きりして、その後高い状態で推移している。15 時

になると、新しい電離の進行による補償はほぼ全

周波数（全高度）領域にわたるとともに fOF2 は高

い状態を維持している。静穏日のこの時間には

fOF2の減少が始まるので、図 6（中段、Kokubunji）

に示されている静穏日との差ΔNmF2は最大にな

る。

TEC 増加の時間遅れ

TEC の異常増加が磁気圏電場の低緯度浸入で

説明されたが、このような電場は緯度に依らず同

時に働くはずである。実際 E×Bドリフトによる

F層の上昇開始は図 6 最下段に示したように同時

であった。それにも関らず、図 5 下段に点線で示

したように TEC 増加分が最大に達する時間は緯

度が高くなるにつれて遅くなる傾向にある。緯度

が高くなると、磁力線の長さが長くなり、プラズ

マ圏を通過する部分の割合が増える。そのため、

電離圏からプラズマ圏にプラズマが拡散するのに

要する時間が長くなることが TEC 増加を遅くし

ている原因と考えられる。

4.2.4 16時JSTから真夜中にかけての回復期

TEC の異常増加から静穏日レベルへの回復の

様相は図 6 から分かるように 33°N を境に緯度に

よって大きく異なる。先ず低緯度側では、ΔTEC
は 21：45 JST まで下がり続け、その下がり方は低

緯度ほど大きい。ところが高緯度側では、50 から

30 TEC unit までに急速に下がった後は 17：00 か

ら 23：00 JST までほぼ一定の高いレベルを保って

いる。図 6 最下段のΔhmF2 に見られる電離圏高

度の変化は、TID による上下変動の重畳は見られ

るものの、すべての緯度で静穏日より高い状態が

継続している。したがって、高緯度側では赤道向

きの風による高度上昇が電子消滅を抑え、昼間に

プラズマ圏に蓄えられたプラズマが下方へ拡散す

る効果と相まって高い TEC 状態が維持されたと

考えられる。

図 5 下段の低緯度、日没後の負のΔTEC は
21－23 時を中心に観測され、静穏日に見られる電

場の prereversal enhancement によるTEC日変化

（上段）の二つ目のピーク（赤道異常の再発達）の時

間より少し遅い。一連の地磁気/熱圏擾乱によっ

て擾乱ダイナモ電場［10］が発達し、prereversal

enhancement の前後の電場が変調を受け［26］、西向

きへの反転（reversal）が早まったことが負のΔTEC
の原因と考えられる。Prereversal enhancement

前後の電場の効果は低緯度側で顕著である［27］か

ら、赤道向きの熱圏中性大気風（緯度の低下とと

もに弱まる）による正層嵐の効果に打ち勝ったこ

とになる。また、負相嵐が TEC よりも NmF2 で

顕著なのは、緯度構造が反映されたものである。

すなわち、図 9 に模式的に示したように、NmF2

は低緯度の最大電子密度高度（F-peak）の局所的な

値であるのに対して、TEC は高度方向に積分し

た値であり、F-peak より高高度の磁力線は高緯

度側の F-peak に繋がっているため、そこでの正

相嵐の効果が及んでいるのである。

4.2.5 真夜中以降

この時間になると、TEC および NmF2ともに静

穏日のレベルと大差なくなるが、一般的な傾向と

してΔTEC は低緯度ほど大きく、夜間に東向き
になる擾乱ダイナモ電場の効果が現れている。

ΔhmF2が高緯度ほど高いにも関わらず TEC が静

穏日まで回復（減衰）しているのは継続した南向き

図9 緯度によって異なる電離圏嵐の正相と負
相：高緯度側の正相嵐は赤道向きの熱圏中
性大気風による電離圏高度の上昇、低緯度
側の負相嵐は東向き電場の衰退による
fountain効果の減少による
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の熱圏風で中性大気の組成変動が起きているとも

考えられる。いずれにしても、一連の擾乱はほぼ

終息した。

5 2004年11月8日の宇宙天気事象

5.1 擾乱の全体像

太陽活動度が下がりつつあるこの時期、2004 年

11 月 7 日に強い磁気嵐が発生した。図 10 は

ACE 衛星で観測した IMF Bz（上段）、AE 指数

（中段）、および Dst指数（下段）である。Dstは

IMF が南を向いた 11 月 7 日の 21：00 UT から減

少を始め、06：00 UT に最大 －373 nT に達した。

磁気嵐回復相の縦の点線はここで述べる TEC の

異常増加が観測された時間である。

図 11 に TEC の変動を時間‐緯度座標上の

マップとして表す。高度 200 km における日出と

日没の時刻が点線で示してある。a は静穏日の標

準的な変動として 11 月 1－6 日（JST）の平均、b

は擾乱の観測された 11 月 8 日の TEC 変動であ

る。静穏日と擾乱日の差ΔTEC が c に示してあ

る。ΔTEC は日出からしばらくして徐々に増加し

始め、3 回にわたって大きな上昇が見られる。最

初は 14：00～15：00 JST に全緯度範囲に亘って起

こり、高緯度側で僅かながら時間遅れが見られる。

二つ目は日没に近い 17：00～19：00 JST で、最初

と異なり緯度が 37°N より低緯度側に限られてい

る。最後は 21：00 JST 頃に 35°N より高緯度側で

起こっている。

TEC の増加は 4で詳しく解析した事例と同様

に、F層高度の変動を伴っている。そこで、2004

年のこの例についても hmF2 の変動を 4 つの観測

所について示したのが図 12 である。黒丸を線で

結んだのが 11 月 8 日の擾乱日、実線は静穏日 11

月 1－6 日の平均である。稚内と国分寺のプロッ

トに G で示したのは、イオノグラム・トレース

の歪みが大きく、またトレースの先端が大きな伝

播遅延のためイオノグラムの範囲を超える高高度

に達していると見られ hmF2 が計算されていない

時間である。時間を追って詳しく見てみると、白

図11 TEC嵐とSEDを示すTECの変動－（a）
静穏日の平均的な振る舞い、（b）2004
年 11月 8日の TEC嵐とSED、（c）静
穏日との差

図10 2004年11月初めの磁気擾乱指数

図12 各観測所におけるF層高度の変動
線で結んだ黒丸は2004年11月8日の擾乱、実
線は地磁気静穏日2004年 11月 1－6日の平均
を示す。
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の逆三角で示した日出時刻の前後に高度上昇が起

こっていて、日没（黒の逆三角）過ぎまで高くなっ

ている。日出後の F層の上昇がΔTEC の緩やか
な増加に対応している。日出直後は太陽天頂角が

大きいため、2001 年の事例のような急激な TEC

増加にはつながっていない。高度上昇は稚内では

04：00 JST に起こり、緯度の低下とともに遅く

なって沖縄では 06：00 JST になっている。上昇の

始まりは低緯度ほどステップ状に明瞭になってい

る。この点が 4で取り上げた東向き電場による

TEC の増加と異なり、高緯度側に起源をもつ移

動性大気擾乱（TADs：traveling atmospheric

disturbances）もしくは equatorward surge［28］に

よる。

14：00－15：00 JST の顕著な TEC 増加では高緯

度側でピークの時刻に遅れがあるものの、ほぼ同

時に急増が開始している。これは 4で取り上げた

事例に良く似ていて、磁気圏電場の浸入による

E×Bドリフトが原因ととれるが、一つ異なる点

は hmF2 の挙動である。この TEC の急激な増加

に対応した hmF2 の上昇が必ずしもはっきりしな

い。既に赤道向きの熱圏大気風が強まり、F層高

度がかなり上昇していたことと、系統的でなく原

因の明確でない上下動が重畳しているためと推測

される。

15：00～18：00 UT に沖縄で緩やかな hmF2 の

ピーク（図 12 で影を付けた部分）が見られる。こ

のピークは山川でも僅かながら認められるが、国

分寺と稚内には見られない。明らかに二つ目の

TEC 急増（18：00 JST）に対応している。このとき

の沖縄での hmF2 上昇の開始から TEC がピーク

に達するまでの時間は約 3時間であった。

最後に、21：00 JST の突出した TEC 上昇であ

る、すこし早い時間帯に図 12 に破線で示したよ

うな TID の特徴（緯度の低下とともに変動の位相

が遅れる）を示す高度上昇が見られる。稚内では

20：15 JST までに高度変動は静穏日の値にまで

戻っており、その後で急激なTEC の増加が始まっ

ている。F層高度の上昇が日没後に中緯度で発生

しているから、TEC の変動要因は明らかに 4で

議論した正相電離圏嵐の機構とは異なる。これは、

SED（storm enhanced density）と呼ばれる現象で、

わが国で観測されるのは極めてまれである。次の

節で、この SEDについて詳しく解析する。

5.2 Storm enhanced density（SED）

図 11 は電離圏擾乱の緯度分布と時間推移の大

略を良く表しているが、経度方向には幾つかのセ

ルに亘って平均化されている。そこで SED の空

間変動をより詳しく調べるために、図 13 に示し

たセル番号 22、23、24、25（141°E の南北チェー

ン）とセル番号 19、24、28（41°Nの東西チェーン）

を選び、セルごとに時間推移を示したのが図 14

である。南北方向を比較した図 14a を見ると、

43°N（セル 25）では破線で示した日没の後 TEC

が増加し始めて、20：30 JST にピークに達してい

る。この間のTEC増加量は 75 TEC unit であり、

TEC 値は同じ緯度で当日の昼間の値より大きく

なっている。緯度が下がるにつれて、TEC 増加

の開始およびピーク時刻ともに遅く、37°N（セル

22）では 45 分遅れている。また、TEC 増加量も

低緯度ほど小さく、37°N では 20 TEC unit であ

る。見かけの擾乱の伝播速度は赤道方向へ 8°/hr

と見積もれる。次に、東西方向を比較した図 14b

を見ると、日没後の TEC 増加は東ほど早く始ま

り、見かけ上の擾乱の伝播速度は西方向へ 8°/hr

である。これは、日没線の移動速度のおよそ半分

に相当する。

赤道方向へ伝播する TEC 擾乱はオーロラ帯に

起源をもつ TAD との関連を強く連想させる。確

かに稚内と国分寺における 18：00 JST 付近の F層

図13 TECを求めるためのセルの分割
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高度の変動は TAD の特徴を現していて、その直

後にTECが 1時間で 53 TEC unit 増加している

（セル 25）。これは流束に換算すると 1014m－2 s－1

に相当する。L～1.5 程度の中緯度では、磁力線に

沿う H＋流束によって磁気共役点の電離圏密度は

互いに結びついている［29］。もし、ここで観測さ

れたような TEC の増加が TAD によって電離圏

が高高度に支えられている条件下での反対半球か

らのプラズマ流束によるものであるとすれば、電

離圏上端における H＋の沿磁力線流束は限界流束

（limiting flux）［30］より二桁大きくなければならな

い。したがって、TEC 増加を TAD によって引

き起こされた TID とするのは無理であり、水平

方向の移流を考えなければならない。

図 15a に示したのは、DMSP-F15 衛星によって

観測された高度 850 km における全イオン密度で

ある。実線は11月8日（このときの軌道が図13に

示されている）、破線は比較のための静穏日である

11 月 6 日のデータ（軌道はほぼ 11 月 8 日と同じ）

である。この衛星は太陽同期軌道で軌道はほぼ南

北（軌道傾斜角 98.4°）であるから、図は緯度変化

を表している。11 月 8 日のイオン密度は全緯度

範囲に亘り静穏日より上昇していて、長い破線で

示した（41.1°N，143.4°E；11：00 UT；20：00 JST）に

密度の「こぶ」が見られる。電子密度（全イオン密

度）の増加が E×Bドリフトによる移流で引き起

こされたならば、高電子密度構造は磁力線に沿っ

ているはずである。DMSP 衛星で 850 km 高度に

観測された密度上昇の位置を磁力線にそって

TEC を求めた際の球殻高度［15］400 km まで投影

すると（43.5°N，143.1°E）になり、セル番号29に対

応する。20：00 JST のセル番号 27 から 30 までの

TEC はそれぞれ、54.7、74.2、95.7、85.2 TEC

unit であった。したがって、DMSP 衛星で観測さ

れた密度ピークと地上 GPS ネットワークの結果

は合致する。図 15a では磁気赤道に近い位置

19°N（磁気緯度 12°N）にもうひとつの密度上昇域

があり、赤道異常の北側の山（クレスト）が見られ

る。これは静穏日には見られなかったもので、11

月 8 日には東向き電場が強く、赤道異常が発達し

ていたことが分かる。

図 15b には 15a と同じ軌道上の西向きイオン・

ドリフト速度（軌道と直角な水平成分）が示されて

いる。密度上昇域の速度は～250 m/s であって地

表に投影すると 220m/s となり、TEC 上昇構造前

面（frontal structure）の移動速度、8°/hr（200m/s）

より僅かに早い。磁力線直角に北向きのドリフト

速度成分 40 m/s が同時に観測されているので、

TEC 上昇構造前面の南向き運動は見かけのもの

で、実際の密度上昇域の運動は ESE 方向から

図14 （a）南北に並んだセルのTEC変動、
（b）東西に並んだセルのTEC変動

図15 DMSP衛星による全イオン密度と西向
きイオン・ドリフト速度
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WNW方向への流れであったと推測される。南北

および東西に並んだセルの間の TEC 変動から推

定した見かけの擾乱の伝播速度が西方向および赤

道方向ともに 8°/hr であったことを考えると、図

16 に模式的に示したような TEC 増加域の動きが

描ける。このような磁気擾乱時のプラズマ密度上

昇と特異な流れは SEDに特有のものである。さら

に、図 15b で、DMSP 衛星は高緯度側にいわゆる

SAPS（subauroral polarization stream）の西向

き高速プラズマ流を観測している。SAPS もま

た SED/TEC plume に強く関連した現象である
［31］［32］。

これまでの研究［32］－［34］から SED/TEC plume

は低緯度側に赤道異常の発達による正相電離圏嵐

を伴っているが、赤道異常と SED の密度増加域

は同一経度では比較的密度の低い領域で互いに分

離されて見える。しかし、赤道異常の発達による

低緯度の高い電子密度が SED/TEC plume の高い

電子密度の起源であるという意味で二つの領域は

結びついている［33］。このような観点からも、こ

こで取り上げた擾乱の例は昼間に強い TEC 嵐が

起こっていて、SED/TEC plume と考える根拠が

ある

DMSP 衛星で観測された密度上昇域のイオン・

ドリフト速度 250m/s（地表に投影すると 220m/s）

は、同じく地表に投影した日没線の移動速度

（41°N で 400 m/s）より遅い。したがって、高電

子密度領域は東側（かつ南側）で早い LT（地方太

陽時）に形成されたことになる。図 11 で注目する

のは 18：00 JST に低緯度側で観測された TEC の

増加で、15：00～18：00 JST の高度上昇に対応して

いる。これは赤道異常が高緯度側まで発達したも

のと見ることが出来る。16：00 JST に F 層高度は

最大に達し、上向きの E×Bドリフトは停止して

いる。TEC の増加が最大に達したのはその 2 時

間後であり、その時間遅れは一般的な電場応答の

モデル計算とも合致する［35］。この時間帯の電場

擾乱の起源は定かではないが、昼間の強い TEC

嵐に引き続いて赤道異常がさらに高緯度側に伸び

たことが SEDの形成に強く関連している。

もうひとつの SED 形成にとっての重要な点は、

中低緯度における持続的な西向き/極向きの移流

の駆動源である。前に述べたように、F層高度は

昼間を通じて高い状態が維持されてきた。これは

赤道向きの熱圏中性大気循環が強まったことを意

味している。このような大気風の擾乱は擾乱ダイ

ナモ電場を作り出す。モデル計算［10］によれば、

終日 5mV/m の極向き電場が、また 19 時 LT 過

ぎの夜間には中緯度（41°）で 1～3 mV/m の東向

きの電場が作られる。これが SED の駆動源であ

ると考えられる。

6 まとめ

本稿では今日的な電離圏宇宙天気として重要な

電離圏全電子数（TEC）の異常な増加現象として二

つの事例を取り上げて、その発生の物理過程を詳

しく解析した。ひとつは日中に発生した全電子数

嵐（TEC storm）であり、他は日没後に観測された

SED（storm enhanced density）である。いずれも

電離圏擾乱の原因は太陽フレアに端を発して、太

陽風擾乱、太陽風と磁気圏の相互作用を経由して

熱圏/電離圏にエネルギーが伝播した一連の宇宙

天気事象の結末である。その概要を図 17 に模式

的に示す。この二つの事例は我が国の経度におい

て観測された TEC の異常増加としては 11 年の

太陽活動度周期中で最大級のものであった。「我が

国の経度」と断ったのは、本稿で考察したように

電離圏嵐はその駆動源としての磁気擾乱の発生時

刻が重要であり、東アジアで大きな電離圏擾乱を図16 2004年11月8日のSEDの概念図
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発生させた磁気擾乱であっても米国の経度では必

ずしも大きな電離圏擾乱を引き起こしていないか

らである。電離圏擾乱は経度と時刻に強く関係し

た現象であるのに対して、磁気擾乱は太陽風と地

球の関係であり、太陽風擾乱は地球の存在とは無

関係に発生する。然るに、太陽面現象から地球上

のある経度域における電離圏擾乱を予測するに

は、図 17 にまとめた擾乱の「原因」と「結果」の連

鎖を全過程で数時間の時間精度で予測しなければ

ならない。磁気嵐の発生が予測できるという程度

では、そのタイミング如何によっては正相嵐にも

負相嵐（強い負相嵐の発生条件については文献［36］

を参照）にもなり得るのであるから、電波伝播障

害発生の予測には全くもって心もとない。宇宙天

気としての現実的な対処には電離圏擾乱の初期相

からその後の推移を予測するような技術を開発す

ることもひとつの有効な手立てである。そのため

には本稿で取り上げたような詳しい事後解析を重

ねることが重要である。
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図17 電波伝播障害の発生と電離圏擾乱の起源
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